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【資料2】

　　令和●年●●月●●日
休職命令書
氏名　●●　●●　殿
	株式会社●●●●

	代表取締役●●　●●　印


　
当社は、就業規則第●●条第●項第●号に基づき、貴殿を下記のとおり休職に付することを通知します。
記
	休職理由
	●●●●

	休職期間
	開　　始　　日
	　●年●●月●●日（●曜日）

	
	終了（予定）日
	　●年●●月●●日（●曜日）

	備考
	・休職期間中は療養に専念し、回復に努めてください。
・休職期間中は少なくとも１か月に１回、会社に対し、状況の報告を行ってください。また、会社の指示に従い、主治医の診断書の提出を行ってください。
・休職期間中は無給となります。
・休職期間中に発生する社会保険料の本人負担分は●当月分を翌月末日までに会社が指定する口座に振り込んでください（別途ご案内いたします）。
・上記、休職期間中に貴殿の私傷病が完全に治癒せず、復職できない場合は、就業規則に基づき、自然退職扱いとなります。
・貴殿の復職可否の判断にあたっては、健康で働ける状態か否か確認する必要がありますので、復職願の提出の他、治癒（就労可能）と記載された診断書の提出や、会社が必要と認めた場合は、主治医や会社が選任した医師との面談等が必要となります。
・主治医や会社が選任した医師との面談等の結果、復職予定日または休職期間満了日以降において完全な労務提供が困難と判断された場合、あるいは貴殿が面談を拒否する等、貴殿の都合により実施できない場合は、上記休職期間終了日をもって自然退職となります。
・その他、会社は必要に応じて休職期間中に貴殿および会社が選任した医師との連絡（面談含む）を求める場合があります。



以　上


令和●年●●月●●日
●●　●●殿
株式会社●●●●　　　
代表取締役　●●　●●

休職期間満了通知書

貴殿は、令和●年●●月●●日から休職を開始しております。就業規則第●条及び第●条第●号に基づき、令和●年●●月●●日をもって休職期間が満了となります。
つきましては、同日をもって休職期間満了により退職となりますので、その旨ご通知いたします。
以　上


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

退職承諾書

上記につき承知いたしました。貴社と私の間の雇用契約が令和●年●●月●●日をもって終了することについて承諾いたします。

　　　　　　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　㊞



令和４年●●月●●日

●● ●●　殿　

株式会社●●●●
代表取締役　●● ●●

医師との面談の同意について

　当社は、貴殿の現在の健康状態の把握のために、令和４年●●月●●日付診断書を作成した●●●●先生から詳しくお話をお聞きしたく存じます。つきましては、貴殿に対して、当社担当者による●●先生との面談につき、同意くださるよう要請します。
下記同意書に記入・捺印のうえ、ご返送ください。
　なお、意見聴取にあたっては、プライバシーの保護に十分配慮いたします。
以　上

同 意 書

株式会社●●●●
代表取締役　●● ●●

　私の健康状態などについて、会社担当者が主治医に直接聴取りをすることに同意いたします。

　　　　　　年　　　月　　　日


氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印



令和●年●●月●●日
●●　●●　殿
株式会社●●●●　　
代表取締役●●　●●
復職命令書

　当社は貴殿に対し、●年●●月●●日付けで、以下の内容にて復職を命じる。

１　復職日
　　●年●●月●●日（●）
　　※午前●時に、●●に出社してください。

２　所属先、及び主な業務内容
（１）所属：●●部●●係
（２）主な業務内容：
①●●業務：●●
②●●業務：●●
③●●　　：●●
※なお、上記は主な業務であり、これに付随する業務についてはその都度指示をいたします。
（３）勤務時間　●～（ただし、●年●月●日まで、原則として時間外・休日労働は命じないものとする。）
３　正常な労務提供に支障があると判断された場合には、再び休職を命じる。

以上


　　令和●年●●月●●日
休職期間延長命令書
氏名　●● ●●　殿
	株式会社●●●●

	代表取締役●●　●●　印


　
当社は、就業規則第●●条第●項第●号に基づき、下記のとおり貴殿の休職期間を延長することを通知します。
記
	休職理由
	●●●●

	休職期間
	延長開始日
	　令和●年●●月●●日（●曜日）

	
	終了（予定）日
	　令和●年●●月●●日（●曜日）

	備考
	・休職期間中は療養に専念し、回復に努めてください。
・休職期間中は少なくとも１か月に１回、会社に対し、状況の報告を行ってください。また、会社の指示に従い、主治医の診断書の提出を行ってください。
・休職期間中は無給となります。
・休職期間中に発生する社会保険料の本人負担分は●当月分を翌月末日までに会社が指定する口座に振り込んでください（別途ご案内いたします）。
・上記、休職期間中に貴殿の私傷病が完全に治癒せず、復職できない場合は、就業規則に基づき、自然退職扱いとなります。
・貴殿の復職可否の判断にあたっては、健康で働ける状態か否か確認する必要がありますので、復職願の提出の他、治癒（就労可能）と記載された診断書の提出や、会社が必要と認めた場合は、主治医や会社が選任した医師との面談等が必要となります。
・主治医や会社が選任した医師との面談等の結果、復職予定日または休職期間満了日以降において完全な労務提供が困難と判断された場合、あるいは貴殿が面談を拒否する等、貴殿の都合により実施できない場合は、上記休職期間終了日をもって自然退職となります。
・その他、会社は必要に応じて休職期間中に貴殿および会社が選任した医師との連絡（面談含む）を求める場合があります。



以　上


合	意	書

●●　●●労働者（以下、「甲」という。）と●●●●株式会社（以下、「乙」という。）は、令和●年●●月●●日に発生した事故（以下、「本件事故」という。）に関し、以下のとおり合意する。

１　乙は甲に対し、本件事故に関して、労働者災害補償保険法、厚生年金保険法及び国民年金保険法に基づく過去及び将来の給付金並びに乙の甲に対する既払い金とは別に、本件解決金として金●万円を支払う義務があることを認める。
２　乙は甲に対し、前項の金員を令和●年●●月●●日限り、甲の指定する銀行口座 （●●●●銀行 ●●支店 普通　口座番号●●●●●●　口座名義●●●●●） に振り込む方法により支払う。ただし、振込み手数料は乙の負担とする。
３　甲と乙は、本件事故に関する労災認定の有無にかかわらず、本合意書に定めるもののほか何らの債権債務がないことを相互に確認する。

令和●年●●月●●日

甲　　　　●


乙　　　　●



●年●●月●●日
●●●●労働基準監督署長　殿


株式会社●●●●
　●●●●

理　由　書

第１　●●●●株式会社（以下、「会社」といいます。）は、●●●●氏（以下、「●●氏」といいます。）の労災保険請求に関して、「災害の原因及び発生状況」の記載内容が事実に反するものであり、会社の業務と当該傷病名との因果関係を認めることができませんので、事業主証明を行いません。
第２　●●●●氏が主張する「災害」自体が存在しないこと
１　●●●●氏の主張
　●●●●氏、「●●●●●」と主張しますが、そのような事実は一切ありません。
２　実際の経緯
　　実際の経緯は以下のとおりです。
（１）●年（以下、略）●●月●●日、●●●●
（２）●
（３）●
（４）●
（３　●●●●氏が主張する「傷病」自体が発生していないこと）
（４　「業務上」の出来事ではないこと）
　
第３　以上のように、「災害の原因及び発生状況」の記載内容が事実に反するものであり、会社の業務と当該傷病名との因果関係を認めることはできませんので、●●●●氏の労災保険請求に対し、会社が事業主証明を行うことはできません。
以上







